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1．はじめに 

 

 2019 年 10 月、アビィ・アフマド首相の発案の下でアディスアベバの中心部にユ

ニティ・パーク（Unity Park）が開園した。エチオピア国内外から多くの観覧者が

訪れる園内には、メネリク II 世の宮殿をはじめとした史跡があるとともに、動物園

とエチオピアの 9 つの州のパビリオンが設けられている。各州のパビリオンは、そ

れぞれの州の文化、歴史、遺産、天然資源、投資機会といった情報を現代アート、

映像、音声、イラスト等によって示している。しかし、このユニティ・パークの開

園から数ヵ月後に新しい州が成立し、その後も新たな州が創設されている。 

80 を超える民族が居住するエチオピアにおいて、民族の融和は困難な政治的テー

マであり続けてきた。社会主義を標榜したデルグ政権が 1991 年に倒れ、エチオピ

ア人民革命民主戦線（Ethiopian People’s Revolutionary Democratic Front、以下

EPRDF）による政権が樹立されると、1995 年に民族に基盤を置いた連邦制が導入

された。国内は、民族を軸として 9 つの州に分けられた。州内のマジョリティの民

族名を冠する州に、オロミア州、アムハラ州、ティグライ州、アファール州、ソマ

リ州、ハラリ州がある。一方で、南部諸民族州、ベニシャングル＝グムズ州、ガン

ベラ州は、複数の民族が州内に居住している。なかでも、国内の少数民族の多くが

集中しているのが南部諸民族州である。 

南部諸民族州は、エチオピアの総人口のうち約 2 割を占める一方で、国内の民族

の半数を超える 56 の民族が集中していることから、「連邦のなかの連邦（a 

federation in a federation）」（Vaughan and Tronvoll 2003: 84）と呼ばれる。多

民族からなる同州は、民族を基盤とした県・特別郡から構成され、各県・特別郡で

はそれぞれの民族によって自らの言語で行政・学校教育が行われてきた。 

EPRDF 政権樹立から四半世紀を経て、南部諸民族州からの分離・新たな州の創

設を求める動きが相次いでいる。その皮切りとなったのが、2019 年 11 月、シダマ

県が南部諸民族州から分離し、シダマ州として成立したことである。2021 年 11 月

には、南部諸民族州内の南西部に位置した 5 県、1 特別郡が同州から分離し、南西

エチオピア諸民族州（South West Ethiopia Peoples’ Regional State）として成立

した。いずれも、分離・新たな州の設置をめぐって住民投票が実施され、賛成多数

で州の創設が決定した。2023 年 2 月には、南部諸民族州の 6 県 5 特別郡の分離と

新たな州の設立をめぐる住民投票が実施された。 
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本稿では、数多くの少数民族が暮らすエチオピア南西部において、南部諸民族州

から分離・独立し、新たな州を創設する動きが生じている現状と背景について、南

西エチオピア諸民族州の事例をもとに検討する。 

 

 

図 1 2021 年以降のエチオピアの州区分 

 

2．エチオピアと民族連邦制 

 

2.1 国家と民族 

 

 エチオピアは、80 以上の民族を擁する多民族国家であるが、エチオピア帝国のも

とでは各民族の持つ文化、歴史、そして言語について抑圧的な態度を取ってきた。

エチオピアの歴史を遡れば、19 世紀後半にエチオピア北部のアムハラの民族を中心

とするエチオピア帝国によって南部・西部地域に暮らす民族・諸王国が征服され、

近代国家エチオピアが形成された。アムハラを中心とした帝政のもとでは、北部と
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南部の関係は、支配・被支配関係として形成されていった。こうしたエチオピア国

内の民族間の問題は、1960 年代から 1970 年代にかけての学生運動によって、政治

的な課題として顕在化していった。 

1974 年に、軍部主導のデルグ政権が社会主義を標榜した中央集権体制を構築し

た。そこでは、民族の平等が謳われたものの、各民族の自治が考慮されることはな

かった。1991 年、民族自決を旗印に各地の反政府勢力が結集し、デルグ政権が倒

された。その後、EPRDF 政権によって 1995 年に憲法が制定され、民族連邦制を

導入したエチオピア連邦民主共和国が成立した。 

 EPRDF 政権の特徴として挙げられるのは、1995 年に制定された憲法において全

ての民族の自決権を認め、要求があれば分離・独立も認めている点や、民族ごとに

9 つの州に分けた連邦制を採用している点である。連邦憲法 39 条 1 項では、「す

べての民族は、分離独立をも含む無制限の自決権を有する」とされた。そして、こ

こでいう民族とは、連邦憲法第 39 条 5 項において、「広範に亘り共通の文化ない

し同様の慣習をもち、相互に理解可能な言語をもち、共通のあるいは関連するアイ

デンティティをもつと信じ、心理的にも一体感を有し、大部分がひとつながりの領

域内に居住する」人間集団のことと定義されている。 

 エチオピアの民族連邦制の大きな特徴のひとつは、中央とそれを構成する州・地

方政府の間で権力が分割されていることである。エチオピア憲法では、連邦政府の

諸権限が列挙される一方で、残余的権限が州政府に残されている。連邦政府と州政

府は、ともに経済・文化・社会政策を創出する権力を有しているが、どちらも同一

政党が与党であるため、両者の政策において矛盾が生じることはない。ただし、連

邦単位である 9 つの州政府は、同一の権力と義務を有するものの、あくまで連邦政

府が重要な権力を掌握していることから、州政府に与えられるのは行政的なものに

限られた（Semahagn 2014: 189-191）。 

憲法は、全ての民族に自らの言語を発展させ、その文化を促進し、その歴史を保

存する権限を与えている。連邦憲法第 5 条には、「エチオピアの全ての言語は、平

等な権利を有する」と記され、「アムハラ語を連邦政府の実用語とする」ととも

に、州は「それぞれの実用語を決定する」と定めている。この権利には、教育やそ

の他の公共サービスにおいて自らの民族の言語を使用することも含まれている。 

エチオピアで連邦制が導入された主な要因のひとつに、母語での学習に対する要

求があった。教育において母語を使用することは、民族の文化、アイデンティテ

ィ、歴史を維持し、発展させるために不可欠である。全ての州がそれぞれの実用語
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を採用している1。2017 年時には、エチオピアでは 51 以上の現地語が学校教育にて

用いられていた。56 の民族が暮らす南部諸民族州はアムハラ語を実用語として選択

するとともに、州内の県、特別県、特別郡といった自治機関を持つすべての民族

に、それぞれの使用言語を決定することを認めた（Bizuneh 2022: 7）。 

しかし、地方分権と民族自決の原則は、一定の政治的・文化的自決権をもつ新た

な政治的単位を創出し、民族と政治をめぐる争いや対立をはじめ、さまざまな問題

を引き起こしている。また、後述するワガゴダ語のように、恣意的に言語がつくら

れることもある。 

 

2.2 連邦制と資源配分 

 

 エチオピアの民族連邦制をめぐる重要な点として、連邦政府と州政府の間での財

政資源配分をめぐる問題がある。憲法発布の前の布告では、中央政府と地方政府が

ともに管理する歳入は、中央政府が徴収し、地方政府と共有することになってい

た。だが憲法第 94 条では、連邦政府に、州の緊急事態や復興、開発に関する援助

を与え、その使途を監査する権限を与えている。 

1994/95 年以降、連邦政府は計算式に基づいて州政府に補助金の歳入分配を行っ

てきた。歳入分配の主な目的は、地域間の平等を実現し、新しい州の官僚機構を存

続させることにあった。当初、この補助金の計算式は、州の人口規模、貧困度、歳

入創出能力という 3 つの要素で構成されたが、資源分配をめぐる論争を引き起こ

し、後に改訂が重ねられることになった（Adegehe 2009: 88-89）。 

州政府は徴税権を有しているが、歳入を増やすために課税基準を変更することは

できず、自律的な財政運営は困難である。連邦政府は歳入を独占しており、州政府

の歳入は中央からの補助金に大きく依存している。特に、州の歳出責任と歳入能力

が一致しない、垂直的不均衡が特徴となっている。例えば、1993～1994 会計年度

には、州全体の総歳出 31 億 4,500 万ブルのうち、州による歳入はそのうちの 26％

にあたる 8 億 700 万ブルにすぎず、残りは中央政府からの補助金や助成金であっ

た。つまり、各州の全歳入の 80%から 90%が連邦政府によって管理され、その歳出

パターンも中央で監視されている（Keller 2002: 36）。これにより、州政府は財政

面で連邦政府に強く依存することになり、結果として州政府の自己管理／行政の権

 
1 ハラリ州は、州言語としてハラリ語とオロモ語の 2 言語を採用している。 
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利が間接的に弱められているという。そのため、州内の開発の優先権を決める自由

を有する州政府はひとつとしてないという（Semahagn 2014: 191, 197-198）。 

Keller は、州政府のレベルでの歳出決定をめぐって、一般に、州と連邦政府の間

には政策的なコンセンサスが存在するが、中央から受け取った歳入をどのように配

分するかについて州内で対立が生じることがあることを指摘している。例えば、ア

ムハラ州において、州と県の希望が一致しない事態が発生したという2。しかし、各

県は計画を変更し、「よりバランスの取れた開発のために」連邦政府や州レベルで

定められたガイドラインに従うよう説得された。このような事例は、特に国や州が

決めた優先事項から大きく外れた場合、県をはじめとした下位レベルの行政の側で

の自律的な意思決定には限界があることを示している。これは特に郡レベルにおい

て顕著であるという（Keller 2002: 41）。 

州間でも連邦政府からの補助金金額や歳入創出能力に不均衡がある（Keller 

2002: 42）。例えば、Adegehe はハラリ州と南部諸民族州シダマ県を比較して、こ

のふたつの地域に対する連邦政府からの補助金の分配額の不均衡について論じてい

る。2007 年のハラリ州は人口 18 万 5,000 人程度であるが、南部諸民族州内で県の

地位を与えられたシダマの人口は 277 万 6,928 人3であった。2006/07 会計年度にお

いて、ハラリ州は連邦政府からの財源から 1 億 2,053 万ブルの補助金を受け取った

が、同年度のシダマ県は南部諸民族州から 3,075 万ブルしか受け取っていなかっ

た。資源の配分におけるこのような偏りは、自らの民族州を有さない民族が新たな

州や特別郡の設立を求めて、より高位の行政単位になろうとする意識を刺激するこ

とにつながっている（Adegehe 2009: 91-92）4。 

Lancaster は、こうした不均衡な資源分配や財政管理上の不備は、特定の民族に

連邦政府から軽視されているという意識を抱かせ、民族連邦制に対する不満の種と

なって紛争の誘因となりかねないと論じている（Lancaster 2012: 45-46）。 

 

 

 
2 例えばアムハラ州のある県は、教育インフラの改善、指導、医療、農業プログラムなどの

重要な活動を犠牲にして、全予算を道路に割り当てることを望み、別の県は全予算をスポー

ツ・スタジアムの建設に使用することを希望した（Keller 2002: 41）。 
3 2007 年の国勢調査では、シダマ県の総人口は 295 万 4,136 人（Population and Housing 

Census 2007b: 140）で、州内のシダマの人口は 289 万 3,947 人（ibid: 135）とあり、

Adegehe のいうシダマ州の人口は 277 万 6,928 人の根拠は不明である。 
4 人口・経済規模の大きい都市が、県から独立して特別郡になることで、直接、州政府から

予算を獲得しようとする動きもある。 
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3. 南部諸民族州と民族自決 

 

3.1 南部諸民族州と民族 

 

EPRDF 政権下の 1995 年から 2019 年までの南部諸民族州には、56 の民族が居

住してきた。南部諸民族州内は、民族を基盤とした県・特別郡からなる。南部諸民

族州内での人口比が最も多いのはシダマで 19.4％を占めた。次にウォライタが

10.6％、ハディヤが 8%、グラゲが 7.5％、ガモが 7％、カファが 5.4%と続いた5

（Population and Housing Census 2007b: 135-136）。 

それぞれの民族は、独自の歴史・文化的背景を有する。例えば、ウォライタ、カ

ファ、シェカをはじめとした民族は、19 世紀末までそれぞれ独自の王国をもってい

た。他方で、農耕民や牧畜民、狩猟集団など、生業形態も民族ごとに異なる。 

民族の数と比例して、州内ではアフロ・アジア語族セム系（グラゲ語）、クシ系

（e.g.シダマ語、カンバータ語、ゲデオ語、コンソ語）、オモ系（ウォライタ語、

カファ語、ベンチ語、ゴファ語）、ナイロ・サハラ系（ムルレ語、ムルシ語、ニャ

ンガトム語）といった言語が話されている。南部諸民族州の行政では、アムハラ語

が実用語として使用されている。各県・特別郡では、それぞれの民族の言語にて行

政・学校教育が行われ、1995 年に公布・施行された憲法が保障する民族自決が担

保されてきた。 

しかし、教育や行政機関で使用される言語をめぐる対立や、行政区域の境界線を

めぐる争い、新たな州としての分離・独立を求める動きが断続的におきてきた。例

えば、1894 年までウォライタ王国を擁していたウォライタは、1974 年からのデル

グ政権以降、言語的に類似性を備えるガモ、ゴファ、ダウロと同じ行政区分を与え

られてきた。しかし、ウォライタは自ら固有の言語と文化を持つ民族であると主張

し、1994 年、独自の行政組織の編成を求めた。これに対して政府は、ウォライタ

は近隣諸地域と言語・文化の面で分けることが難しいとし、ウォライタの要求を拒

否してきた。その後、ウォライタ、ガモ、ゴファ、ダウロの言語をもとにワガゴダ

語（Wagagoda）がつくられ、学校教育での使用が決まった。だが、これに反対し

たウォライタによって暴力を伴う事件が発生した。2000 年、政府はワカゴダ語を

 
5 エチオピアにおける国勢調査は、2007 年以降、実施されていない。それゆえ、ここでは

2007 年の国勢調査のデータを用いる。 
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撤廃し、ウォライタはひとつの県として成立した（Vaughan 2006: 189-194; Aalen 

2002: 96-97）。 

 

 

図 2 2007 年の行政区画 （南部諸民族州政府作成地図をもとに筆者作成） 

 

3.2 州内の再編 

 

南部諸民族州では、その成立以降、州内の県・特別郡の分離・再編が継続的に行

われてきた。同州は、1994 年の国勢調査では、9 県、5 特別郡から構成されてい

た。その内訳は、グラゲ県、ハディヤ県、カンバータ・アラバナ・ティンバロ県、

シダマ県、ゲデオ県、北オモ県、南オモ県、カフィッチョ・シェカッチョ県、ベン

チ・マジ県、イェム特別郡、アマロ特別郡、ブルジ特別郡、コンソ特別郡、ディラ

シェ特別郡である。しかし、2007 年の国勢調査では、13 県、8 特別郡となった。

グラゲ県、ハディヤ県、カンバータ・ティンバロ県、シダマ県、ゲデオ県、ウォラ

イタ県、南オモ県、シェカ県、カファ県、ガモ・ゴファ県、ベンチ・マジ県、ダウ
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ロ県、スルテ県、イェム特別郡、アマロ特別郡、ブルジ特別郡、コンソ特別郡、デ

ィラシェ特別郡、バスケート特別郡、コンタ特別郡、アラバ特別郡である。 

 この間に生じた行政区画の再編で大きな変更点は、北オモ県の解体と再編であ

る。北オモ県には、ウォライタ、ガモ、ゴファ、ダウロをはじめ、複数の民族が暮

らしていた。しかし、2000 年には、主に民族を単位としてダウロ県、ガモ・ゴフ

ァ県、ウォライタ県、バスケート特別郡、コンタ特別郡へと再編された（Vaughan 

2003: 251-260）。 

また、カファ県、シェカ県、ベンチ・シェコ県、西オモ県の一帯は、EPRDF 政

権成立当初はカファ県、シェカ県、ベンチ県、マジ県であった。その後、1996 年

にカファ県とシェカ県が併合されてカフィッチョ・シェカッチョ県に、ベンチ県と

マジ県が併合されてベンチ・マジ県の 2 つに再編された。だが、シェカはカファ語

とシェカ語が異なることや行政上の予算配分への不満を主張し、2000 年にシェカ

の主張が認められてカファ県とシェカ県が分けられた。また、ベンチ・マジ県は、

2020 年 9 月6にベンチ・シェコ県と西オモ県へと分離・独立した。 

同様に、各県内でも、郡の分離・再編が継続的に行われてきた。例えば、カファ

県では 2018 年に南部に位置するデチャ郡から、新たにゴバ郡が分離・再編され

た。ゴバ郡は、3 つの行政村（qäbäle）からなり、その住民の大半はナオとチャラ

である。これは、カファがマジョリティを占めるカファ県において、実質的にゴバ

郡をナオとチャラの郡として成立させた形である。 

行政区画の再編がなされなくとも、県庁所在地が変更される場合もある。シェカ

県では、県庁所在地は北部に位置し、シェカがマジョリティを占めるマシャ郡マシ

ャであったが、2021 年にイェキ郡に位置するテピに変更された。これは、イェキ

郡では 1990 年代から、同郡に暮らすマジャンギルとシェコが同郡のシェカ県から

の分離およびマジャンギル県とシェコ県としての独立を要求してきたことに対する

政府側の措置であったという。マジャンギルについては隣接するガンベラ州にマジ

ャンギル県が位置しており、シェコについてはベンチ・マジ県からベンチ・シェコ

県へと再編されたことで、イェキ郡を別個の県にするように政府に求めたマジャン

ギルとシェコの主張が認められることはなかった。だが政府は、住民の大半をシェ

カが占めるマシャではなく、複数の民族が居住するイェキ郡テピに県庁所在地を変

 
6 Addis Standard, “News: Bench Sheko Zone Council calls for regional, federal 

intervention amid recurring violence”, 2021 May 25. 
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更することで、シェカ県の行政がシェカに握られているのではないことを間接的に

示し、マジャンギルとシェコを懐柔しようとしたのだという7。 

 

3.3 分離・新たな州の設立をめぐる動き 

 

2018 年、南部諸民族州の各地で、同州からの分離および独自の州の設立を求め

る動きが活発化した。きっかけとなったのは、2018 年 7 月、シダマ州の設立に関

する住民投票が決定したことであった。 

 1991 年に EPRDF が政権を掌握した直後、シダマ州がつくられた。しかし、同

地は 1994 年にシダマ県として南部諸民族州に編入された。2007 年の国勢調査で

は、シダマは人口約 295 万人であり、南部諸民族州で最大の民族集団であった

（Population and Housing Census 2007a: 73）。シダマ州から南部諸民族州への

編入・統合は、同地域において行政言語および学校での教授語がシダマ語ではな

く、アムハラ語であることや、州から県の地位への変更に伴う雇用や連邦資金の喪

失も意味した。 

自らの民族州の喪失はシダマの人々に大きな不満として燻ることとなった。2002

年、10,000 人から 15,000 人のシダマがアワサに行進した。彼らの主要な要求のひ

とつは、シダマに州の地位を与えることであった。連邦政府は、シダマの人々の要

求を受け入れず、迅速かつ暴力的に対応し、警察は少なくとも 25 人のデモ参加者

を殺害したという。シダマの州としての地位をめぐる要求は、2005 年の国政選挙

直後に再提起された。投票プロセスに不正があり一部の国会議員の再投票が実施さ

れることになり、アワサの EPRDF 指導者は党候補者を支援する見返りにシダマに

州の地位を与えるとシダマの長老に約束した（Aalen 2011: 151-152）。再投票で

は、いずれでも EPRDF の党候補者が勝利した。しかし、連邦政府はシダマ州を創

設する約束を果たすことはなく、シダマと EPRDF 間の緊張が再燃した（Mains: 

2019: 71-72）。 

 2018 年 7 月、シダマ州の設立に関する住民投票の実施が決定した。エチオピア

国家選挙管理委員会によってシダマ州の分離・独立をめぐる住民投票が 2019 年 9

月 20 日に実施された。投票者の登録数は、2,304,577 人で、投票者数は 98.89%に

あたる 2,279,022 人であった。そのうち、分離・独立に一票を投じたのは有効投票

 
7 2022 年 12 月 22 日、シェカ県イェキ郡住民から聞き取り。 
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数のうちの 97.7%を占める 1,984,283 票であった8。その結果、2020 年 2 月 22

日、シダマ州が正式に発足した（Abbink 2022: 328）。 

 

県 人口 要求日 

シダマ県 410 万人 2018 年 7 月 18 日 

カファ県 120 万人 2018 年 11 月 15 日 

グラゲ県 180 万人 2018 年 11 月 28 日 

ベンチ・マジ県 90 万人 2018 年 11 月 29 日 

ハディヤ県 80 万人 2018 年 12 月 1 日 

ダウロ県 70 万人 2018 年 12 月 6 日 

ウォライタ県 220 万人 2018 年 12 月 9 日 

ガモ県 100 万人 2018 年 12 月 12 日 

カンバータ・ティンバロ県 100 万人 2018 年 12 月 19 日 

南オモ県 80 万人 2019 年 4 月 23 日 

ゴファ県 130 万人 2019 年 5 月 22 日 

ゲデオ県 120 万人  

表 1 州への昇格を要求した県（人口、要求日）（Kulle 2021） 

 

 シダマによる独自の州設立の要求に続き、2018 年 11 月から 12 月には、カファ

県、グラゲ県、ベンチ・マジ県、ハディヤ県、ダウロ県、ウォライタ県、ガモ県、

カンバータ・ティンバロ県のそれぞれの県議会にて、翌 2019 年 4 月には南オモ

県、5 月にはゴファ県において南部諸民族州評議会に独自の州の設立を求める決定

がなされた。それぞれの県議会における決議の後には、州および連邦政府の対応に

対する大規模デモやボイコット、暴動も各地で発生している9。 

 
8 National Election Board of Ethiopia, 2019, “Sidama Referendum”. 
9 例えばウォライタ県では、南部諸民族州評議会に独自の州設立を求める要望に対する州政

府の対応に対して、2019 年 5 月 17 日、ウォライタ県行政都市ソッドにて大規模デモが実施

された。2019 年 7 月には、ウォライタ県代表者が 10 日間、南部エチオピア人民民主運動

（South Ethiopian People’s Democratic Movement）の会議への参加をボイコットした。さ

らに 2019 年 8 月 9 日、ウォライタ県指導者と野党ウォライタ人民民主戦線（Wolayta 

People’s Democratic Front）を含む 26 人が逮捕された。これらをうけ、ふたつの町で激し

いデモが発生し、21 人が死亡した（Ethiopia Peace Observatory）。 
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県から州への昇格を求める理由として、エチオピア国内および州内での経済的状

況をめぐる不満が挙げられる。エチオピアは、2000 年以降、二桁を超える経済成

長率を達成してきた。こうした経済成長は、主に首都や都市部において顕著である

一方、地方の農村部に暮らす人々の間では開発・発展から取り残されているという

意識が強い。例えば、後に南西エチオピア諸民族州となる地域にて、最初に州への

昇格を求めたカファ県は、エチオピア帝国編入以降、貧困、奴隷交易、レイディン

グ、略奪、そして人口流出などによって深刻な経済・社会的打撃を受けてきた

（Orent 1969: 44; Kochito 1979: 22）。カファ県の住民の間では、20 世紀を通じ

て同県がおかれた状況は改善しておらず、開発・発展から取り残されているという

意識が根付いている。具体的に、一般のカファの人々は道路、電気といったインフ

ラ、産業の整備が不十分であるといった問題を挙げる。ただし、こうしたインフラ

等の整備には連邦政府から州政府を通じて県に配分される予算の問題が根底にある

が、予算について直接的に言及して語る住民はわずかである。 

 このようにカファ県で政府に対する不満が燻るなか、2019 年 9 月、アビィ・ア

ハメド首相がボンガを訪問した。アビィ首相はボンガで行った演説で、カファに対

する歴史・文化に深い理解を示した上で、新しい州を設立したとしても、開発・発

展の問題を魔法のように解決することはできないと述べた10。アビィ首相は、カフ

ァ県のみならず、各地で新たな州の創設と自治を求める他の民族を牽制しようとし

たといえる。 

加えて連邦政府は、各県が州への昇格を求める動きに対して、予算不足のために

単独の県が州に昇格することは認められないとした11。例えば、政府はカファ県が

南部諸民族州から分離する場合、近隣の県と連合した形での分離および新たな州の

創設であれば要望を検討するとした。その結果、カファ県と近接するシェカ県、ベ

ンチ・マジ県（後にベンチ・シェコ県と西オモ県となる）、ダウロ県、コンタ特別

郡が連帯することになったのである。 

 

4．南西エチオピア諸民族州 

 

4.1. 南西エチオピア諸民族州の成立と住民投票 

 
10 France 24, “Vote on breakaway region as Ethiopia faces tests to unity”, 2021 

September 28. 
11 2023 年 2 月 18 日、オロミア州ジンマ県にて聞き取り。 
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2021 年 11 月 23 日、南西エチオピア諸民族州が南部諸民族州から分離・独立し

た。南西エチオピア諸民族州は、カファ県、シェカ県、ベンチ・シェコ県、ダウロ

県、西オモ県、コンタ特別郡の 5 県、1 特別郡から構成されている。新たな州設立

の是非を問う住民投票が実施されたのは、2021 年 9 月 30 日であった。 

エチオピア国家選挙管理委員会によると、住民投票にむけたプロセスは、2020

年 10 月に着手された。エチオピア連邦民主共和国連邦議会下院は、2020 年 10 月

9 日付の書簡（No.11/61）にて、エチオピア南西部のカファ県、シェカ県、ベン

チ・シェコ県、ダウロ県、西オモ県とコンタ特別郡の 5 県 1 特別郡にて、共同での

州政府の設立の要求に対する住民投票の実施を国家選挙管理委員会に求めた。 

 国家選挙管理委員会は、予算の節約、業務の効率化、時期の適正化などの理由か

ら、第 6 回国政選挙に合わせて住民投票を実施することを決定した。それにより、

住民投票は 2021 年 6 月 21 日に実施される予定であった。しかし、一部の選挙区で

有権者登録が適切に実施されていないことを理由に、第 6 回国政選挙と住民投票の

実施が 2021 年 9 月 30 日に延期された。2021 年 6 月 4 日には、ベンチ・シェコ県

にて暴動が生じて 6 人の治安部隊が殺害されるなど、治安上の問題も懸念された。 

住民投票の実施地域では、22 の選挙区で合計 1,613 の投票所が設置され、有権者

登録と投票が行われた。投票前には、ラジオやテレビで有権者に住民投票のための

有権者登録を行うように呼びかけ、投票手続きのための情報を伝える番組放送や街

頭キャンペーンが実施された。有権者登録は、2021 年 3 月 27 日から 5 月 14 日に

かけて行われたほか、1 つの県では特別に 9 月 1 日から 9 月 10 日にかけて第 2 回

目の有権者登録が行われた。有権者登録と住民投票にあたっては、国家選挙管理委

員会のもとで 2 回のトレーニングを受けた 4,427 人の投票管理者が責任を果たし

た。 

 国家選挙管理委員会によると、2021 年 9 月 30 日の投票では大きな問題が発生す

ることはなかったという。一部の地域では投票率が高かったため、投票時間が 2 時

間延長された。また、ボンガには臨時の住民投票調整事務所が設置され、国家選挙

管理委員会のスタッフもサポートが必要な地域に赴いた。同日、1,424 人の市民社

会組織の立会人が、投票過程を監視するために地域に配置された。 

この住民投票では、カファ県、シェカ県、ベンチ・シェコ県、ダウロ県、西オモ

県、コンタ特別郡を含む地域が、南西エチオピア諸民族州として新たな州を設立す

ることを支持するか、これらの地域が従来通り南部諸民族州の構成員として残留す

ることを支持するかのいずれかを選択するものであった。登録有権者総数は



吉田 新たな州の創設と自立に向けた動き  

 

196  

1,344,622 人であり、投票者実数は 1,262,679 人、投票率は 93.91%であった12。当

該地域の住民の大多数が、新たな州政府の設立に票を投じた。この結果を受けて、

2021 年 10 月 30 日、連邦議会にて南西エチオピア諸民族州の成立が承認された

（BBCM、IANS）。 

 

4.2 同地域の歴史的背景 

 

 もともと南西エチオピア諸民族州に位置する地域は、相互に歴史的に深い関係を

有してきた。同地には、19 世紀末にエチオピア帝国に編入されるまで、複数の王国

が存在していた。たとえば、カファ県には 1897 年までカファ王国、シェカ県には

1898 年までシェカ王国、ダウロ県には 1891 年までダウロ王国（Data 2005: 114）

が、コンタ特別郡にはコンタ王国（Data 2007: 429）が繁栄していた。とりわけ、

南西エチオピア諸民族州の州都がおかれることになったカファ県に位置したカファ

王国は、18 世紀頃からカファ王国の南部に位置したコンタ、ダウロ、コイシャを吸

収し、その後、カファ王国の北西部に位置したシェカ王国にも力を及ぼした

（Lange 1982: 197-198）。さらに 19 世紀には、カファ王国はギベ川流域まで拡大

し、ジンマのオロモやグラゲと戦ったと伝えられているほか（Lange 1982: 

202）、ウォライタやカンバータの土地まで征服に赴いたとも伝えられている

（Orent 1970: 277）。 

19 世紀末、同地域がエチオピア帝国に征服・編入されると、同地域はカファ、ベ

ネッソ、ゴルディヤ、シェワ・ギミラ、クッロ・コンタ、マジに分けられた（図

3）。 

 

 
12 National Election Board of Ethiopia, 2021, “Statement on the South West Ethiopia 

People’s Referendum October 9, 2021”. 

Addis Standard, “News Alert: Ethiopia gets eleventh state with more than 96% approval 

for South West referendum”, 2021 October 9. 
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図 3 1935年の行政区画 

（Perham（1969）、Bahru 2001（1991: 86）をもとに筆者作成） 

 

ハイレ=セラシエ帝政期になると、エチオピアは 14 の州に分けられた。南西エチ

オピア諸民族州に該当する地域は、カファ州（Kafa teklay gizat）として、リン

ム、ジンマ、クッロ・コンタ、カファ、マジ、ギミラの 6 つの地方（awraja 

gizat）に分けられ、州都はジンマにおかれた（図 4）。他方で、それまではカファ

の一部であった地域は、イルバボール州モチャ地方とされた。 
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図 4. ハイレ＝セラシエ帝政期の行政区画  

（Mesfin（1970: 3）をもとに筆者作成） 

 

デルグ政権になると、カファ州（Kafa kifle hager）は、ジンマ、リンム、カフ

ァ、ギミラ、マジ・ゴルディヤの 6 つの地方（awraja）に分けられ、州都はジンマ

におかれた（図 5）。デルグ政権では、あくまでハイレ＝セラシエ帝政期とほぼ同

様の行政区分が継承された。 
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図 5 デルグ政権期の行政区画  

（Ethiopian Mapping Authority（1988: 3）をもとに筆者作成） 

 

EPRDF 政権のもとでは、デルグ政権期の行政区分は、大きく変更されることと

なった。この地域の行政地区の再編において、民族連邦制が導入された EPRDF 政

権以前と以降における顕著な相違点は、ハイレ＝セラシエ帝政期とデルグ政権期に

かけては、オロモの住民がマジョリティを占めるリンム県とジンマ県がカファ州に

組み入れられていることである。ジンマ県とリンム県とされた地域には、19 世紀後

半から 20 世紀初頭まで、ギベ 5 王国と称されるジンマ王国、ゲラ王国、リンム・

エンナルヤ王国、グマ王国、ゴンマ王国が位置してきた。これらの王国の王たち

は、隣接するカファ王国の王族と婚姻関係を有し、歴史的に深い繋がりを有してき

た。EPRDF 政権下になると、これらの地域は、民族を単位としてオロミア州に組

み込まれたのである。同様に、リンム県とジンマ県と隣接し、住民のマジョリティ

をオロモが占めたイルバボール州のブノ・ベデレ県、ウォッレガ県も EPRDF 政権

下でオロミア州へと組み入れられた。 
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EPRDF 政権下でオロミア州へと組み入れられたこれらの地域は、オロモがマジ

ョリティであり、住民の多くはムスリムである。他方で、南部諸民族州および南西

エチオピア諸民族州のマジョリティはキリスト教徒である。オロミア州ジンマ県と

南西エチオピア諸民族州のカファ県の間を流れるゴジェブ川は、州の境界線である

とともに、実質的に民族・文化的な境界線でもある。 

 

4.3 地理と交通網 

 

 南西エチオピア諸民族州の州都であり、カファ県の県庁所在地であるボンガは、

首都アディスアベバから約 455 キロメートルの距離に位置している。ボンガは、ダ

ウロ県とコンタ特別郡を除いた、カファ県、シェカ県、ベンチ・シェコ県、西オモ

県への入り口に相当する。 

南西エチオピア諸民族州を構成する 5 県と 1 特別郡が、南部諸民族州の州都ハワ

ッサから地理的に遠く、ハワッサへの移動・交通手段の面で不便を強いられるとと

もにそれが予算上および実務上の問題となっていたことは、同地の住民に南部諸民

族州内での不平等のひとつを表わすものとして受け止められて南部諸民族州から分

離・独立を求める理由になってきた。というのも、これらの県・特別郡の役人たち

が、南部諸民族州の州都ハワッサで開かれる会議や研修に参加するには、アディス

アベバに行ってからハワッサへと向かわなければならないからである。州都ハワッ

サは、アディスアベバから 278 キロメートルの距離にある。つまり、これらの 5

県・1 特別行政郡の行政官らは、少なくとも片道 700 キロメートル以上、片道約 2

日間、往復 4 日間の移動をしなければならなかった。 

 アディスアベバから経由地のジンマまでは、アスファルト舗装された道路であっ

たが、ジンマからボンガの道路がアスファルト舗装されたのは 2016 年である13。そ

れまで、アディスアベバとボンガの移動は、自動車で片道約 13 時間を要した。と

りわけ、ジンマとボンガの間の 120 キロメートルの道路は 1966 年に整備されたも

ので、アスファルト舗装はなされておらず、陥没が多くある悪路であった。2016

年以降、ジンマとボンガ間の道路がアスファルト舗装され、現在では、首都アディ

スアベバとボンガは自動車で片道約 9 時間での移動が可能となった14。 

 
13 2006 年にジンマ－ミザン・テフェリ間の道路建設プロジェクトが承認され、完成したの

は 2016 年のことである。建設を担ったのは、大韓民国のカンナム・エンタープライズ

（Keangnam Enterprises）である（African Development Fund 2018）。 
14 1966 年まで、ボンガとアディスアベバをつなぐ道路はイタリア植民地政府によって建設
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 首都アディスアベバから南部諸民族州の州都ハワッサの移動は、半日を要した。

2013 年にアフリカ開発基金（African Development Fund）をはじめとする機関に

よる資金提供のもと、135 億 8,000 万ブル以上の建設費用をかけてモジョとハワッ

サの約 209 キロメートルを結ぶ高速道路の建設が着手された15。この高速道路は、

首都と南部諸民族州の州都ハワッサを短時間で結ぶ交通網となることが期待されて

いる。ただし、2022 年 6 月の完成が予定されていたものの、遅れが生じている16。 

 地図上では、アディスアベバを経由するのではなく、南部諸民族州グラゲ県ウォ

ルキッテからグラゲ県ブタジラ、オロミア州ズワイを経由してハワッサへ向かう

か、ウォルキッテから南部諸民族州ハディヤ県ホサイナ、同州ウォライタ県ソッド

を経由してハワッサへと向かうルートがある。また、ジンマから南に下り、ダウロ

県タルチャからソッドを経由するルートもある17。しかし、これらのルートを経由

してハワッサへ向かうのは、現実的ではないと人々は語った。というのも、道路の

舗装や状況は決して良いとは言えないものであり、アディスアベバを経由し、アス

ファルト舗装された道路を走るほうが、時間的にも肉体的にも負担が少ないからで

ある。 

南西エチオピア諸民族州の 5 県・1 特別郡からアディスアベバあるいはハワッサ

への移動手段は、自動車が主とならざるを得ない。2007 年頃までは、シェカ県テ

ピ、ベンチ・マジ県アマンにもエチオピア航空の国内線のフライトが運航してい

た。しかし、これらの便は廃止された。2023 年 1 月現在は、ジンマ―アディスアベ

バ間のフライトが 1 日 2 便～3 便運行しており、45 分でアディスアベバとジンマを

結んでいる。2022 年からはボンガ空港の建設もはじまり、近い将来、ボンガとア

ディスアベバをつなぐ国内線が運航することが期待されている。 

 
されたものが用いられており、自動車で 2 日間を要した。1966 年 1 月、ジンマとボンガを

つなぐ新しい全天候対応型の道路が完成し、ジンマとボンガの間は 2 日から 3 時間で通行可

能になった。これによって、カファ地方の経済や交易が発展していった（Ali 1984: 33）。な

お、ディリからボンガにかけての道路は、2004 年以降、カファ県政府によってギンボ郡ウフ

ァを経由する道路を主要道路として用いることが決定され、イタリア植民地政府によって建

設された道路は用いられていない。 
15 この高速道路は、エジプトの首都カイロから南アフリカのケープタウンを結ぶトランス・

アフリカン・ハイウェイの一部として計画された。 
16 The Foreign, Commonwealth and Development Office, United Kingdom. Development 

Tracker “African Development Bank, Ethiopia - Modjo-Hawassa Highway Project – Phase 

1”. 
17 2023 年 2 月の時点で、ジンマからタルチャ、ソッドを経由する道路はアスファルト整備

が進められている。 

https://gov.uk/fcdo
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4.4 南西エチオピア諸民族州と行政的特徴 

 

 南西エチオピア諸民族州の特徴は、州内に複数の民族を抱えていることである。

同州は、5 県、1 特別郡から構成されるが、西オモ県を除いて、それぞれが民族の

名前を県・特別郡の名称に冠している。ただし、それぞれの県・特別郡内には、複

数の民族が共住している。例えば、カファ県の住民は、カファ、ナオ、チャラらで

ある。また、シェカ県の住民は、シェカ、マジャンギル、シェコらである。ベン

チ・シェコ県の住民は、ベンチとシェコがマジョリティである。西オモ県の住民

は、主にディジ、スーリ、メエンらである。このほか、カファ県、シェカ県、ダウ

ロ県、ベンチ・マジ県、コンタ特別郡には、マンジョあるいはマンジャと呼ばれる

民族集団が居住している18。 

 南西エチオピア諸民族州の州都は、カファ県に位置するボンガである。それぞれ

の県庁所在地は、カファ県はボンガ、ベンチ・シェコ県はミザン・テフェリ、シェ

カ県はテピ、ダウロ県はタルチャ、西オモ県はジェム、コンタ特別郡はアメイヤで

ある。南西エチオピア諸民族州の特徴は、行政機能を一都市に集中させず、分散さ

せるというクラスター制を採用していることである。これは、特定の地区に行政機

能を集中させないことで、州内での権力の均衡を図ろうとする試みである。同州で

は、カファ県ボンガ、シェカ県テピ、ベンチ・シェコ県ミザン・テフェリ、ダウロ

県タルチャの 4 都市に行政機能が分散された。例えば、ボンガには、財務省や都市

開発省、建設省などが位置し、ミザン・テフェリには法務省や投資省など、タルチ

ャには教育省、保健省などが置かれた。 

 しかし、このように行政機能が 4 都市に分散していることは、実務上の不便を生

み出すことにもなっている。というのも、会議や研修の際や、各省間でやりとりの

ために県を跨いで移動しなければならないためである。ボンガにて、あるカファの

男性は、新たな州の設立から約 1 年を経た 2022 年 12 月に次のように語っている。 

 

クラスター制によって行政機能を 4 都市に分散したことにより、（各省間での

会議や書類のやりとりのための移動に費やす）交通費と時間の無駄が生じた。

数年後には州都であるボンガに全ての省が集められることになるのだと思う。

初めから行政機能をひとつの都市に一極化すると、各県・郡から権力バランス

をめぐる不満が出る。けれども、クラスター制を採用して不都合が生じたので

 
18 マンジョは 1997 年から南部諸民族州に対して民族としての承認を求めてきた。 
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あれば、そのこと自体が行政機能を一極化する理由になる。クラスター制を採

用して権力の分散を試みたという事実を残すことが大切なんだ。19 

 

 この男性の語りからは、複数の民族が州内に暮らす南西エチオピア諸民族州にお

いて、民族間でのパワーバランスに不均衡が生じないように尽力しているという姿

勢を見せることこそが重要なのであるということが伺える。他方で、2022 年 8 月

の時点で、州政府による各県や省などへの予算配分は不透明であり20、新しい州と

しての行政運営は始まったばかりである。 

 

5．おわりに 

 

 EPRDF 政権の成立から四半世紀を経て、エチオピアの民族連邦制の縮図ともい

える南西部において、南部諸民族州からの分離と新たな州の設立が相次いでいる。

こうした背景には、民族連邦制のもとでの州内での予算配分をめぐる不満や、地理

的状況と関連した行政業務上の不都合、個々の民族が自決権、とりわけ経済的開

発・発展に対する自治が蔑ろにされているという意識と不満を抱いていることな

ど、複合的な要因が挙げられる。 

 
19 2022 年 12 月 28 日、ボンガにてカファ男性から聞き取り。 
20 予算配分が不透明であったことによって実際に生じた問題のひとつとして、カファ県の教

育局で生じた教科書の印刷費をめぐる問題がある。エチオピアでは、2022 年 9 月 19 日から

全国で 1 年生から 8 年生までの初等学校を対象とした新たなカリキュラムが導入された。カ

ファ県では、2021 年から県内の 9 つの学校にて新しいカリキュラムを取り入れたパイロッ

ト・プロジェクトが始まった。翌 2022 年 9 月からは、カファ県の初等学校（1 年生から 8

年生）の全 570 校にて、新たなカリキュラムで教育が行われている。新カリキュラムの採用

により、教授語、教授内容が一新されることとなった。2021 年度までは、1 年生から 4 年生

の教授語はカファ語であり、5 年生以降は英語であった。新カリキュラムでは、1 年生から 6

年生までの教授語がカファ語となり、7 年生以降は英語である。初等学校の教科書は、連邦

政府の教育省が定めたガイドラインに沿って各県が独自に作成し、教科書の印刷費は州の予

算から歳出される。一方で、9 年生から 12 年生までの中等学校では、連邦政府の教育省が教

科書を作成、印刷、発行する。カファ県での 2021 年 9 月からのパイロット・プロジェクト

用の教科書は、南部諸民族州政府によって印刷された。その後、2022 年 9 月からの新カリキ

ュラムの適用に伴い、県内の全 570 校の 1 年生から 6 年生を対象とした新たな教科書が必要

となった。これに対して、南西エチオピア諸民族州政府は教科書印刷費の予算は、県の予算

から歳出するべきだとした。その結果、カファ県に教員と生徒 30 万人が用いる教科書の印

刷費の概算要求をしたが、実際に予算として分配・歳出された金額は、生徒分はおろか、教

員全員分の教科書印刷費にも満たない金額であった。そのため、9 月からの授業は教科書を

コピーした印刷物で実施されている。2022 年 8 月 25 日にカファ県教育局にて、2023 年 3

月 6 日にカファ県ガワタ郡の小学校校長から聞き取り。 
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同州内のシダマが、民族名を冠したシダマ州を手にした一方で、南西エチオピア

諸民族州は近隣の民族と連帯して多民族からなる州として成立した。南西エチオピ

ア諸民族州は、州内に複数の民族が居住している点で南部諸民族州と類似した状況

にある。ただし、南部諸民族州との相違点として、南西エチオピア諸民族州では州

行政において、特定の地域への権力の集中を避けることを意図した行政クラスター

制を採用している点がある。ただし、このクラスター制もまた、業務上の不都合を

生み出しているほか、連邦政府から同州に配分される予算も不透明である。 

南西エチオピア諸民族州が 11 番目の州として成立したことは、南部諸民族州内

の県や特別郡の独立要求を更に活発化させる結果を導いた。2022 年には、ウォラ

イタ、ガモ、ゴファ、南オモ、ゲデオ、コンソの 6 県と、ディラシェ、アマロ、ブ

ルジ、アレ、バスケートの 5 特別郡が新しい州の設立を求める請願書を連邦議会に

提出した21。これを受けて、2022 年 8 月 19 日、エチオピアの連邦議会下院は、12

番目の州創設に関する住民投票を実施するための決議を承認し（IANS）22、9 月に

はエチオピア国家選挙管理委員会によって住民投票の実施のための予算請求がなさ

れた23。2023 年 2 月 6 日に住民投票がなされ、2 月 15 日に結果が開示される予定

であった24。しかし、住民投票の過程および実施中に大規模な不正行為と不正投票

があったとされ、決定が保留された。2023 年 2 月 20 日の声明により、ウォライタ

を除く 5 県・5 特別郡における住民投票の結果が確認・承認され、過半数が新たな

州の設立に賛成票を投じたという25。この住民投票の結果、新たな 12 番目の州が創

設される場合、この州も南部諸民族州および南西エチオピア諸民族州と同様に、複

数の民族を抱えた州として成立することになる。 

Keller は 2002 年の論考にて、連邦・州政府レベル以下の行政能力の不足が深刻

であり、これがエチオピアの民主主義と発展の足枷になっていると指摘している

 
21 政府に対する要求が受理される地域がある一方で、要求が受理されない場合もある。2022

年 8 月後半には、南部諸民族州からの分離を求めるグラゲ県の要求を認めない州政府の対応

に不満をもつ人々により、グラゲ県の行政都ウォルキテにてストライキや暴動が相次いだ。 
22 “Ethiopia Plans Referendum to Create 12th Region.” IANS English. 
23 National Election Board of Ethiopia, 2023, “The National Election Board of Ethiopia 

(NEBE) submitted a budget request of 541 million birr for the referendum to be held in 

the Southern Nations, Nationalities, and People’s Region of Ethiopia (SNNPR).” 2023 

Sep. 21. 
24 Alarabiya News, “Ethiopia holds referendum on creation of a 12th regional state in the 

south” 2023 February 6. 
25 Addis Standard, “News: NEBE reports majority vote in favor of new region in recent 

referendum, irregularities in Wolaita zone” 2023 February 21. 
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（Keller 2002: 46）。これに対し、南部諸民族州からシダマ州、南西エチオピア諸

民族州が分離・独立したことは、それぞれの地方において行政を担う人材が十分に

育ってきていることを示しているといえる。 

南部諸民族州における新たな州の創設により、エチオピアの民族連邦制は細分化

の道を進んでいるといえる。今後、どのような人材により、いかなる舵取りがなさ

れていくのか、注視していく必要がある。 
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